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当
初
予
算

当
初
予
算

　令
和
８
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、
過
去
最
高
額

と
な
る
２
８
６
億
４
２
０
０
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　歳
入
で
は
、
市
税
や
地
方
交
付
税
を
増
額
計
上
す

る
と
と
も
に
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
実
績
を
踏
ま
え
て
寄

附
金
を
増
額
計
上
し
て
い
ま
す
。

　歳
出
で
は
、
こ
れ
ま
で
も
力
を
入
れ
て
き
た
子
育
て

支
援
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
学
校
教
育
の
さ
ら
な
る
充
実
に
加
え
、

Ａ
Ｉ
活
用
や
脱
炭
素
化
推
進
の
各
種
施
策
等
の
新
た

な
行
政
需
要
へ
の
対
応
経
費
、
公
共
施
設
の
長
寿
命

化
に
係
る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　教
育
関
連
で
は
、
小
中
学
校
に
Ａ
Ｉ
型
学
習
教
材

を
導
入
す
る
経
費
や
、
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
整
備
に

係
る
経
費
を
新
た
に
計
上
し
た
ほ
か
、
水
泳
授
業
の
民

間
委
託
を
試
験
導
入
す
る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　子
育
て
・
福
祉
関
連
で
は
、
こ
ど
も
の
歯
科
パ
ノ
ラ

マ
Ｘ
線
写
真
検
査
等
助
成
に
係
る
経
費
や
、
新
た
に
運

営
を
開
始
す
る
３
つ
の
保
育
施
設
に
係
る
保
育
委
託
・

給
付
費
を
計
上
し
た
ほ
か
、
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
長
寿

命
化
に
係
る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　環
境
関
連
で
は
、
ご
み
分
別
Ａ
Ｉ
検
索
サ
ー
ビ
ス
の

導
入
経
費
を
新
た
に
計
上
し
て
い
ま
す
。

　農
業
・
商
工
観
光
関
連
で
は
、
ク
マ
被
害
対
策
に
係

る
経
費
を
新
た
に
計
上
し
た
ほ
か
、
ふ
る
さ
と
応
援
大

使
を
積
極
起
用
す
る
経
費
な
ど
を
増
額
し
て
計
上
し

て
い
ま
す
。

　そ
の
ほ
か
、
主
な
建
設
事
業
に
つ
い
て
は
、
市
民
体

育
館
や
長
瀞
公
民
館
な
ど
の
長
寿
命
化
改
良
工
事
を

実
施
す
る
ほ
か
建
設
予
定
の
北
村
山
検
診
セ
ン
タ
ー

お
よ
び
大
型
商
業
施
設
周
辺
道
路
の
整
備
に
係
る
経

費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

令
和
８
年
度

前年度比（％）令和８年度予算額会　計　名

0.3一般会計

前年度比（％）令和８年度予算額会　計　名
△0.447億6,700万円

286億4,200万円

100億9,830万円

29億6,600.1万円

国 民 健 康 保 険
52.9260万円東 根 財 産 区
1.045億2,600万円介 護 保 険
0.0370万円市 営 墓 地
18.27億9,900万円後 期 高 齢 者 医 療

1.5特別会計合計

前年度比（％）令和８年度予算額会　計　名
0.711億8,523.5万円水 道 事 業
0.62億4,893.8万円工 業 用 水 道 事 業
1.115億3,182.8万円公 共 下 水 道 事 業

0.9企業会計合計

※特別会計とは、特定の歳入を特定の歳出に充てるもので、一般会計の歳出と
区分する必要がある事業などの場合に設置されています。特別会計特別会計

※企業会計は、収益的支出の予算額を掲載しています。企業会計

一般会計

286億4,200万円
【一般会計】

「
歳

入
」
編

その１

財
政
用
語
解
説

■
市
税

市
が
徴
収
す
る
税
金

市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
都
市
計

画
税
、
軽
自
動
車
税
、
た
ば
こ
税
、

入
湯
税
な
ど

■
繰
入
金

主
に
各
種
基
金
の
取
り
崩
し
に

よ
っ
て
繰
り
入
れ
る
お
金

■
地
方
交
付
税

所
得
税
な
ど
国
が
徴
収
し
た
税
金

の
中
か
ら
、
市
の
財
政
状
況
に
応

じ
て
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
国
・
県
支
出
金

特
定
の
目
的
の
た
め
に
、
国
や
県

か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

■
市
債

事
業
を
行
う
た
め
に
、
国
や
金
融

機
関
か
ら
借
り
入
れ
る
お
金
、
市

の
借
金

■
地
方
譲
与
税

国
が
徴
収
し
た
自
動
車
重
量
税
な

ど
か
ら
配
分
さ
れ
る
お
金

■
自
主
財
源

市
が
独
自
に
得
る
こ
と
が
で
き
る

お
金

市
税
、
分
担
金
負
担
金
、
使
用
料
、

手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
附
金
、

繰
入
金
、
繰
越
金
、
諸
収
入
な
ど

■
依
存
財
源

国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
、
借

り
入
れ
た
り
す
る
お
金

地
方
交
付
税
、
国
・
県
支
出
金
、

市
債
、
地
方
譲
与
税
な
ど

令和８年度　施政方針　当初予算

教育費について
小学校学校給食費無償化や教
育支援センターの整備に係る
経費を新規で計上したほか、
社会教育•体育施設•学校の長
寿命化に係る経費を計上し、
AI 型学習教材の導入等の
ICT教育関連経費、スクール
サポーター等の増員に係る人
件費を計上し、全体として増額
を見込んでいます。

土木費について
北村山検診センターおよび大
型商業施設周辺道路の整備費
を増額して計上した一方、無
散水消雪施設修繕工事や道路
照明 LED 改修工事完了に伴
う経費の皆減により、全体と
して減額を見込んでいます。

繰入金について
各種事業に対するふるさとづく
り基金からの繰入、そのほか
公共施設等総合管理基金や
財政調整基金からの繰入を合
わせ、減額を見込んでいます。

地方交付税について
国の地方財政計画や市税等の
収入見込み、令和７年度決算
見込み額などを考慮し、増額
を見込んでいます。

市税について
賃上げに伴う個人所得の伸び
による個人市民税の増加や
住宅地の増加、企業の施設
建設や設備投資等の伸びに
よる固定資産税の増加によ
り、全体として増額を見込ん
でいます。

一般会計予算の概要と特徴

歳出 286億4,200万円

歳入　286億4,200万円

国・県支出金について
保育施設の新設や公定価格
の改定による保育給付費、
デジタル関連経費、生活保
護費に伴う財源を増額とする
一方、保育施設整備補助、
定額減税補足給付金の皆減
により、全体として減額を見
込んでいます。

市債について
公共施設の長寿命化工事や
教育支援センター整備によ
り借入が増える一方、保育
施設整備補助やタントクル
センター維持工事、東郷小
学校長寿命化工事完了に伴
う減額により、全体で減額
を見込んでいます。

＊その他は、農林水産業費、商工費、消防費など

総務費について
山形連携中枢都市圏事業航空
写真撮影に係る負担金や公金
収納のデジタル化に伴う経費
を新規で計上したほか、友好都
市提携周年記念事業に係る経
費やふるさと納税関連経費を
増額して計上し、全体として増
額を見込んでいます。

市債
20億9,880万円

（7.3%）
（-3億8,050万円）

地方譲与税・
地方消費税交付金など
18億1,510万円
（6.4%）
（+1億6,439万円）

その他（＊）
28億671万円
（9.9%）

（-2億4,213万円）

市税
70億4,816万円
（全体の24.6%）
（前年度当初予算比
+1億2,146万円）

国・県支出金
55億2,357万円

（19.3%）
（-2,261万円）

民生費
91億6,478万円
（全体の32.0%）
（前年度当初予算比
-2億2,319万円）

教育費
36億4,736万円
（12.7%）

（+4億5,905万円）

総務費
61億9,910万円
（21.6%）

（+1億8,276万円）

土木費
23億8,821万円
（8.3%）

（-1億3,530万円）

衛生費
22億1,091万円
（7.7%）

（+2,741万円）

公債費
22億2,493万円
（7.8%）

（+1,440万円）

地方交付税
50億5,000万円
（17.6%）

（+2億6,700万円）

自主財源
（49.4%）

依存財源
（50.6%）

繰越金・繰入金
寄附金・諸収入など
71億637万円
（24.8%）

（-6,674万円）

民生費について
ふれあいセンター長寿命化工
事の設計費やこども誰でも通
園制度に係る経費、さくらん
ぼ保育所解体経費を新規で計
上したほか、保育給付費、生
活保護費を増額して計上した
一方、保育施設整備補助やタ
ントクルセンター維持工事の完
了により大幅に減額し、全体
として減額を見込んでいます。

「
歳

出
」
編

その2■
民
生
費

子
ど
も
や
高
齢
者
な
ど
を
対
象
と

し
た
福
祉
事
業
に
使
わ
れ
る
お
金

■
総
務
費

市
報
や
庁
舎
管
理
な
ど
、
市
の
全

般
的
な
事
務
に
使
わ
れ
る
お
金

■
教
育
費

小
中
学
校
や
公
民
館
、ス
ポ
ー
ツ
・

文
化
活
動
な
ど
に
使
わ
れ
る
お
金

■
土
木
費

道
路
、
橋
、
公
園
な
ど
の
整
備
や

維
持
に
使
わ
れ
る
お
金

■
公
債
費

借
り
入
れ
た
お
金
の
返
済
に
使
わ

れ
る
お
金

■
衛
生
費

乳
幼
児
の
健
診
事
業
や
ご
み
の
処

理
、
環
境
保
全
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金

■
農
林
水
産
業
費

農
林
業
の
振
興
な
ど
に
使
わ
れ
る

お
金

■
商
工
費

商
工
業
の
発
展
、
観
光
振
興
な
ど

に
使
わ
れ
る
お
金

■
消
防
費

消
防
や
救
急
活
動
に
使
わ
れ
る

お
金

※
令
和
８
年
度
に
実
施
さ
れ
る
主

な
事
業
の
予
算
額
は
、
７
ペ
ー

ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。


